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１．人口と世帯に関する事項 

 

 ●人口は昭和 40 年代後半より

大きく増加し，平成以降は微増

となっている。 
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 ●世帯数は人口に比べ増加が

緩やかであるが，増加に伴い１

世帯当たり人員は減少してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  図１  人口・世帯の推移（平成 17 年以前には，上河内町・河内町を含む      （出典）「国勢調査」 

 ●昭和 60 年以降の総人口は微

増に対して，高齢者人口は増加

し続けている。また生産年齢人

口はすでに減少している。 

年齢階層別人口・人口密度の推移
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 ●年少人口は昭和 60 年代をピ

ークに減少している。  

 ●人口密度は，人口増加にあわ

せ年々増加している。  

  
 

 

  図２  年齢階層別人口・人口密度の推移          （出典）「国勢調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図３  家族類型別世帯数の推移   （出典）「平成２２年度 人口分布動向調査（政策審議室）」 

●本市の世帯数の増加の主な

要因は，単独世帯の増加と，夫

婦のみの世帯の増加によるも

のである。 
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２．経済に関する事項 
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●市内総生産は，平成 18 年ま

で増加していたものの，平成

19 年以降，減少に転じている。

 

 

 
●一人あたり市民所得は，総生

産に比例して増減しているが，

特に，平成 20 年で大きく落ち

込んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図４  経済活動別市内総生産・市民所得(分配）の推移       （出典）「宇都宮市統計書」 
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●消費者物価指数は，平成 17

年に比べ，高い傾向にある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図５  消費者物価指数の推移       （出典）「宇都宮市統計書」 
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 ●本市の経済成長率は，平成

16～18 年にかけて，国や県と

比べて高い成長率を示してい

る。 

 

 

 

 ●平成 19 年以降，全国的にマ

イナス成長となっており，本市

も同様の傾向となっている。

 

 

 

 

 

 

  図６  名目成長率の推移 ※旧宇都宮市，旧上河内町，旧河内町を合算   （出典）「宇都宮市統計書」 
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３．財政に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図７  歳入決算額の推移                （出典）「平成２３年度 宇都宮市中期財政計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図８  歳出決算額（性質別）の推移           （出典）「平成２３年度 宇都宮市中期財政計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図９  財政指標の推移                 （出典）「平成２３年度 宇都宮市中期財政計画」 
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●過去 10 年間の歳入を見る

と，平成 16 年度以降は税制改

正や景気の回復などにより，市

税収入が増加していたが，世界

同時不況の影響などを受け，平

成 21 年度以降，市税収入は急

激に減少に転じ，平成 22 年度

には市町村合併前と同程度の

883 億円となった。 
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●歳出において，高齢化の進行

や景気の低迷に伴い，扶助費な

どの消費的経費が増加した。
投資的

貸付金

●投資的経費は平成 16年度か

ら 200 億円台前半で推移して

いる。 
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の経常的経費の増加に加え，市

税の減収などの影響を受け

年々上昇傾向にある。 
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に伴い，平成 19 年度をピーク

に低下傾向にある。 

41.140.7 40.6

●義務的経費比率は，生活保護

者数の増に伴う扶助費の増加

などにより，上昇傾向にある。
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